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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期
第１四半期
連結累計期間

第34期
第１四半期
連結累計期間

第33期

会計期間
自　2019年４月１日
至　2019年６月30日

自　2020年４月１日
至　2020年６月30日

自　2019年４月１日
至　2020年３月31日

売上高 （千円） 1,474,632 1,304,086 6,245,122

経常利益又は経常損失（△） （千円） 84,660 △76,488 483,246

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利

益又は親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）

（千円） 52,429 △56,143 309,274

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 53,987 △54,621 313,914

純資産額 （千円） 1,772,023 2,273,192 2,031,950

総資産額 （千円） 2,966,267 3,589,874 3,537,439

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 10.30 △10.89 60.81

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 59.7 63.3 57.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第33期及び第33期第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第34期第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当た

り四半期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクに重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において判断したものであります。

(1）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間における今後のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響で企業の設備投資

が冷え込む懸念があり、予断を許さない状況が続いております。情報サービス業界における新型コロナウイルス

感染症の影響については、企業の設備投資への冷え込む懸念がある一方で、デジタルトランスフォーメーション

（ＤＸ）による新たなビジネスモデル構築に向けたＩＴ投資が加速する可能性もあります。そのため、この両面

を見据えた的確な経営判断が求められる状況が続いております。このような環境のもと、当社グループでは、引

き続き2021-2023年第１次中期経営計画の基本方針「労働集約型ビジネスから、知識集約ビジネスへの転換をは

かることで、中長期で営業利益10億円を目指す」を実現すべく、今期は「オペレーションの徹底的な自動化によ

る生産性向上」「自社サービスリリースの高速化による事業拡大」を推進しております。この方針のもと、2020

年５月19日にはThird AIコンタクトセンターソリューションにてオンラインでの対面接客と営業支援を実現する

Zoom連携機能、RPA連携機能をリリース、2020年６月3日にはソフトウェア事業者向けのクラウド移行支援サービ

ス「Kyrios for ISV」をリリース、2020年６月29日には「Kyrios for テレワーク」をリリース致しました。ま

た、2020年５月29日にはＩＣＴシステムの設計、構築、運用事業、セキュリティ事業等の既存事業領域の拡大を

目的として日商エレクトロニクス株式会社と資本業務提携契約を締結致しました。総じて当第１四半期連結累計

期間においては、新たな戦略的サービスを投入したものの、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受ける結

果となり、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,304,086千円（前年同期比11.6%減）、営業損失は78,645千円

（前年同期は、営業利益85,073千円）、経常損失は76,488千円（前年同期は、経常利益84,660千円）となり、親

会社株主に帰属する当期純損失は56,143千円（前年同期は、親会社に帰属する四半期純利益52,429千円）となり

ました。

　各セグメントごとの業績は、次の通りであります。

①教育ソリューション事業

　当事業は、海外メーカやサービスベンダが日本市場へ参入した際に、必要となるエンドユーザ向けの技術ト

レーニング事業を請負うほか、当社独自のＩＣＴの最先端技術トレーニングの提供と、スキルの棚卸しから不足

するスキルを補う教育までのサイクルを総合的にコンサルティングする人財コンサルティングサービスを提供し

ております。これまで集合型のトレーニングを主流として業務拡大してまいりましたが、2020年４月の緊急事態

宣言後にオンライン型の事業へ切り替えることで対応を致しました。しかし、教室等の運営費削減までには至ら

ず、利益面において影響を受けました。なお、この急激な変化に対応すべく、固定費の削減とオンラインをベー

スとしたサービスの拡販強化を実施しております。その過程において、組織や個人が学習し続けるための仕組み

の構築や運営に必要な様々なサービスの総称を「Learning Booster」と定め、2020年４月よりサービス提供を開

始致しました。

　以上の結果、教育ソリューション事業の当第１四半期連結累計期間の売上高は132,027千円（前年同期比

27.9％減）、セグメント利益は10,524千円（同80.4％減）となりました。

②ＩＣＴソリューション事業

　当事業は、ＩＣＴシステムの設計・構築・運用・保守サービスと、ＩＴ機器製造支援サービスを提供しており

ます。当第１四半期連結累計期間は、新型コロナウイルス感染症の影響で新規の設計・構築といったプロジェク

ト型の業務が、ユーザ企業の事情により案件が凍結、もしくは延期となったことが影響し、ＩＣＴソリューショ

ン事業の当第１四半期連結累計期間の売上高は686,313千円（前年同期比18.3％減）、セグメント利益は72,955

千円（同55.9％減）となりました。

③西日本ソリューション事業

　当事業は、西日本地域におけるＩＣＴシステムの運用・保守サービスとライフサイエンスサービスを提供して

おります。当第１四半期連結累計期間は、ライフサイエンスサービスのうちメディカル関連がサービス提供先の

多くが西日本地域の病院であり、それら施設が新型コロナウイルス感染症予防のため、訪問することができな

かったため、前年同期と比較して減収となりました。一方ＩＣＴシステムの運用・保守サービスは、前年同期と

比較して業務受託量が増加致しました。

　以上の結果、西日本ソリューション事業の当第１四半期連結累計期間の売上高は206,888千円（前年同期比

13.7％増）、セグメント利益は33,524千円（同8.8％増）となりました。
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④ライフサイエンスサービス事業

　当事業は、ＩＣＴが応用的に使われている医療機器、化学分析装置などの据付・点検・校正・修理等の保守

サービスを提供しております。当第１四半期連結累計期間は、前年同期と比較して業務領域が拡大しておりま

す。ただしサービス提供先の多くが東日本地域の病院や研究施設であり、それら施設が新型コロナウイルス感染

症予防のため、訪問することができず、医療機器や化学分析装置の点検や修理等のサービスが予定通りに実施す

ることができませんでした。これによりエンジニアの稼働率が下がり、利益率が減少致しました。この減少に対

応するため、エンジニアの削減を含む体制の縮小策を実行致しました。

　以上の結果、ライフサイエンスサービス事業の当第１四半期連結累計期間の売上高は207,325千円（前年同期

比4.8％増）、セグメント利益は345千円（同97.6％減）となりました。

⑤デジタルイノベーション事業

　当事業は、デジタルトランスフォーメーション時代において中核事業となるＡＩ・ＲＰＡ関連サービスとデジ

タルマーケティングサービスを提供しております。当第１四半期連結累計期間は、依然として国内企業のデジタ

ルトランスフォーメーション関連サービス特にＡＩ関連への関心は強く、特にコロナ禍においてコールセンター

の業務改革が急務になっております。早急かつ慎重に検討した結果、期間限定で初期費用を無償にしてＡＩ導

入・促進に注力致しました。

　以上の結果、デジタルイノベーション事業の当第１四半期連結累計期間の売上高は71,531千円（前年同期比

0.3％減）、セグメント損失は35,803千円（前年同期は、26,111千円のセグメント損失）となりました。

⑥その他

　当事業は①～⑤に属さない、その他の事業となり、インド支店、海外プロジェクト案件が含まれます。インド

は、新型コロナウイルス感染症の拡大を受けロックダウンが長期化しており、ビジネス全体が停滞傾向にあるも

のの、オンラインで対応が可能なＩＴアセスメントテストテストGAIT（ゲイト）の営業活動を継続しておりま

す。　以上の結果、その他の当連結会計年度の売上高は0千円（前年同期は0千円）、セグメント損失は4,680千

円（前年同期は、7,271千円のセグメント損失）となりました。

 

(2）財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比し52,434千円増加し3,589,874千円となりまし

た。

流動資産につきましては、前連結会計年度末と比し36,389千円増加し2,950,456千円となりました。これは主

に、受取手形及び売掛金の減少に対し、現金及び預金の増加によるものであります。

固定資産につきましては、前連結会計年度末と比し16,044千円増加し639,417千円となりました。

負債合計につきましては、前連結会計年度末と比し188,807千円減少し1,316,681千円となりました。

流動負債につきましては、前連結会計年度末と比し203,192千円減少し736,253千円となりました。これは主に、

未払法人税等、賞与引当金の減少によるものであります。

固定負債につきましては、前連結会計年度末と比し14,384千円増加し580,427千円となりました。

純資産につきましては、前連結会計年度末と比し241,242千円増加し2,273,192千円となりました。これは主に、

自己株式の処分によるものであります。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,700,000

計 20,700,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
(2020年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(2020年８月７日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,015,600 6,015,600

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 6,015,600 6,015,600 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2020年４月１日～

2020年６月30日
－ 6,015,600 － 795,475 － 647,175

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 460,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,546,400 55,464 －

単元未満株式 普通株式 9,100 － －

発行済株式総数  6,015,600 － －

総株主の議決権  － 55,464 －

 

②【自己株式等】

    2020年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本サード・パーティ

株式会社

東京都品川区北品川

四丁目７番35号
460,100 － 460,100 7.64

計 － 460,100 － 460,100 7.64

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ひびき監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,477,178 1,718,422

受取手形及び売掛金 1,128,942 907,611

商品 26,909 22,942

仕掛品 172,453 195,741

原材料及び貯蔵品 12,832 14,162

その他 104,155 99,980

貸倒引当金 △8,405 △8,405

流動資産合計 2,914,066 2,950,456

固定資産   

有形固定資産 142,183 137,317

無形固定資産 13,370 14,033

投資その他の資産 467,818 488,067

固定資産合計 623,372 639,417

資産合計 3,537,439 3,589,874

負債の部   

流動負債   

買掛金 178,905 154,392

未払法人税等 159,610 11,144

賞与引当金 168,333 83,265

役員賞与引当金 11,577 －

その他 421,018 487,451

流動負債合計 939,446 736,253

固定負債   

退職給付に係る負債 565,292 579,677

その他 750 750

固定負債合計 566,042 580,427

負債合計 1,505,488 1,316,681

純資産の部   

株主資本   

資本金 795,475 795,475

資本剰余金 647,175 828,272

利益剰余金 1,095,828 912,549

自己株式 △478,747 △236,845

株主資本合計 2,059,730 2,299,451

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △10 △10

為替換算調整勘定 △5,008 △4,883

退職給付に係る調整累計額 △22,761 △21,365

その他の包括利益累計額合計 △27,779 △26,258

純資産合計 2,031,950 2,273,192

負債純資産合計 3,537,439 3,589,874
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

売上高 1,474,632 1,304,086

売上原価 1,197,922 1,187,646

売上総利益 276,710 116,439

販売費及び一般管理費   

給料及び賞与 57,549 48,538

賞与引当金繰入額 5,221 9,074

退職給付費用 1,801 2,230

支払手数料 40,653 49,461

その他 86,410 85,778

販売費及び一般管理費合計 191,637 195,084

営業利益又は営業損失（△） 85,073 △78,645

営業外収益   

受取利息 10 4

受取賃貸料 － 2,060

受取出向料 841 783

その他 63 319

営業外収益合計 915 3,167

営業外費用   

支払利息 6 －

為替差損 1,321 1,011

営業外費用合計 1,328 1,011

経常利益又は経常損失（△） 84,660 △76,488

特別損失   

固定資産除却損 5,009 －

特別損失合計 5,009 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
79,651 △76,488

法人税、住民税及び事業税 2,172 2,655

法人税等調整額 25,048 △23,000

法人税等合計 27,221 △20,345

四半期純利益又は四半期純損失（△） 52,429 △56,143

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
52,429 △56,143
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 52,429 △56,143

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △14 －

為替換算調整勘定 338 125

退職給付に係る調整額 1,233 1,396

その他の包括利益合計 1,557 1,521

四半期包括利益 53,987 △54,621

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 53,987 △54,621

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年６月30日）

減価償却費 8,640千円 7,299千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月９日

取締役会
普通株式 101,708千円 20円 2019年３月31日 2019年６月14日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月25日

取締役会
普通株式 127,135千円 25円 2020年3月31日 2020年６月16日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2020年５月29日開催の取締役会において、第三者割当による自己株式の処分を行うことを決議

し、2020年６月18日に処分致しました。これにより、資本剰余金が181,097千円増加し、自己株式が

241,902千円減少致しました。

　これらの結果、当第１四半期連結会計期間末において、資本剰余金は、828,272千円、自己株式は△

236,845千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2019年４月１日 至　2019年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

 
教育

ソリューション
事業

ＩＣＴ
ソリューション

事業

西日本
ソリューション

事業

ライフ
サイエンス
サービス事業

デジタル
イノベーション

事業
計

売上高       

外部顧客への売上高 183,241 839,873 182,002 197,736 71,779 1,474,632

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 183,241 839,873 182,002 197,736 71,779 1,474,632

セグメント利益又は損

失（△）
53,823 165,441 30,817 14,563 △26,111 238,533

 

    

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額
（注）３

売上高     

外部顧客への売上高 － 1,474,632 － 1,474,632

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － －

計 － 1,474,632 － 1,474,632

セグメント利益又は損

失（△）
△7,271 231,261 △146,188 85,073

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インド支店、海外プロジェク

ト案件を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△146,188千円には、各セグメントに配分していない全社費用等が

含まれております。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日 至　2020年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

 
教育

ソリューション
事業

ＩＣＴ
ソリューション

事業

西日本
ソリューション

事業

ライフ
サイエンス
サービス事業

デジタル
イノベーション

事業
計

売上高       

外部顧客への売上高 132,027 686,313 206,888 207,325 71,531 1,304,086

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 132,027 686,313 206,888 207,325 71,531 1,304,086

セグメント利益又は損

失（△）
10,524 72,955 33,524 345 △35,803 81,546

 

    

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額
（注）３

売上高     

外部顧客への売上高 － 1,304,086 － 1,304,086

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － －

計 － 1,304,086 － 1,304,086

セグメント利益又は損

失（△）
△4,680 76,865 △155,510 △78,645

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インド支店、海外プロジェク

ト案件を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△155,510千円には、各セグメントに配分していない全社費用等が

含まれております。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　前第２四半期連結会計期間より、従来「その他」に含めておりましたＡＩ・ＲＰＡ関連サービスとデジ

タルマーケティングサービスについて、事業計画上の重要性が増したことから「デジタルイノベーション

事業」として集約し、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下の通りでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
10円30銭 △10円89銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）（千円）
52,429 △56,143

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は四半期純損失金額（△）（千円）
52,429 △56,143

普通株式の期中平均株式数（株） 5,085,424 5,152,566

　（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

　当社は、2020年７月８日開催の取締役会において、譲渡制限付株式報酬として自己株式の処分を行うことを決

議し、2020年７月27日に払込手続きが完了致しました。

 

１．処分の概要

（1）処分期日 2020年７月27日

（2）処分する株式の種類及び数 当社普通株式　16,200株

（3）処分価額 1株につき946円

（4）処分価額の総額 15,325,200円

（5）処分先
当社の取締役（※） 4名 16,200株

※監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。

（6）その他
本自己株式処分については、金融商品取引法に基づく有価

証券通知書を提出しております。

 

２．処分の目的及び理由

　当社は、2020年５月13日開催の取締役会において、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を

除く。以下、「対象取締役」という。）が、株価上昇及び中長期的な企業価値向上へのインセンティブを従来以

上に高めるとともに、対象取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的に、対象取締役に対し、

譲渡制限付株式を割り当てる報酬制度を導入することを決議致しました。

　また、2020年６月30日開催の第33回定時株主総会において、本制度に基づき、対象取締役に対して、譲渡制限

付株式の付与に係る現物出資財産として支給する金銭報酬債権の総額を年額30,000千円以内とし、当社の普通株

式について発行又は処分を受ける普通株式の総数は年３万株以内とすること及び譲渡制限期間は、譲渡制限付株

式の交付を受ける日から対象取締役が当社の取締役その他当社取締役会が定める地位を退任又は退職する日まで

の期間とすることにつき、ご承認をいただいております。

 

２【その他】

　剰余金の配当

2020年５月25日開催の取締役会において、次の通り剰余金の配当を行うことを決議致しました。

（イ）配当金の総額………………………………………127,135千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………25円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2020年６月16日
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（注）2020年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

2020年８月６日
 

日本サード・パーティ株式会社
 

 取　締　役　会　　御中
 
 
 

ひびき監査法人

東京事務所
 

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 小川　　明　　印

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 田中　弘司　　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本サード・

パーティ株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2020年４月１日

から2020年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本サード・パーティ株式会社及び連結子会社の2020年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

　以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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